第10回環境研究会　2007年2月23日

「総量vs.原単位　その２」討議内容覚え

（１）山口民雄氏の報告書（報告者　田中氏）

経団連は総量方式の目標を、「2010年度に産業部門及びエネルギー転換部門からのCO2排出量を1990年度レベル以下に抑制するよう努力する」という表現で設定している。
ここで各業界の自主行動計画を見ると、総量方式を採用しているのは日本鉄鋼連盟、日本石灰協会、板硝子協会、日本電線工業会などである。一方、原単位方式を採用しているのは、電気事業連合会、電気・電子4団体、日本産業機械工業会、日本製紙連合会等である。
山口報告書によると、企業の目標設定に関する類型が以下の6つに分類され、それぞれについて分析がなされていた。なお、これらは必ずどれか一つが当てはまるというわけではなく、複数の組み合わせも存在する。

1 より高い目標を設定し、目標達成のために一層の努力

2 絶対量削減の目標を堅持して一層の努力

3 原単位の目標から絶対量の目標に変更

4 絶対量の目標から原単位の目標に、もしくは他の原単位指標を採用

5 京都メカニズムの活用

6 省エネ製品の提供により自社の排出量を実質ゼロにする。

ここで問題となるのが、④の場合であり、例えば松下電器は「今後もプラズマパネルの工場稼動などが予定されており、排出量7％削減は現実的ではない」として、絶対量の削減（90年比7％削減）から原単位（90年比実質的生産額原単位25％削減）に変更したことが示されていた。この背景には、景気回復などの要因に伴う増産により、2005年度は原単位で着実に削減しているが、排出量は日本をはじめ中国、アジア諸国で増加していることがある。

また、セイコーエプソンでも、これまで「2010年に地球温暖化物質60％削減（1997年比、世界連結）を高々と掲げていた。しかし、2006年度版ではその旗を降ろし、新たに「実質売上高原単位（エネルギー効率）において、1990年と2010年の比較で地球温暖化ガス排出量を50％削減する」と目標を変更した上で、「当初の目標に込めた地球温暖化防止の精神は残し」、「（新たな目標は）経営と環境活動が強く結びつき、より実現化に向けた取り組みができる」としている。こうした背景には、事業の成長に伴い、2005年度のエプソンの連結売上高は1997年度比で1.47倍に拡大したことがあり、一方で、事業拡大に比例してエネルギー使用量が増えることのないよう、省エネや生産プロセスの改革等を継続した結果、地球温暖化物質の総排出量（世界連結、絶対量）は1997年度比で11.2%の増加までに抑えているとしている。
　⑥の例では以下のような内容が紹介されていた。

日立製作所　エミッションニュートラル：直接負荷＝社会的負荷削減量

ＮＥＣ　2010年にCO2排出量を実質ゼロにする。

富士電機　エコロジーバランス：2010年に地球環境への負荷と地球貢献活動をバランスさせる。エネルギー使用量＝エネルギー削減量

シャープ　2010年地球温暖化負荷ゼロ企業。温室効果ガス排出量≦温室効果ガス削減量

以上のような御報告の後、フロアからの質問に答えて、原単位目標を設定している企業の経営は必ずしも売れればよいという考え方ではなく、それぞれに工夫を行っている旨のご説明があった。

（２）リコーの環境活動（阿部　裕行氏による講演）

リコーグループでは目標設定の手法として、まず最終的に目指す姿を想定し、その実現に向けた通過点として目標値を設定していくという「バックキャスティング方式」を採用している。最終的に目指す姿として「Three P's Balance」を掲げ、「2050年までに、事業活動全体の環境負荷を絶対量で1/8に削減する」ことを「超長期環境ビジョン」として策定している。
そのうえで2010年度までに環境負荷をまず20%削減するという「2010年長期環境目標」を設定した。これに基づいて、2005年度にスタートした「環境行動計画」では、年率8%以上の事業の拡大を前提として2007年度までに環境負荷を15%削減するという目標に取り組んでいる。目標値には、「統合環境影響」という指標を採用し、これを絶対量で削減することを目指している。「統合環境影響」とは、CO2の排出、資源利用や化学物質の使用などによる環境負荷を統合化したものである。

このような絶対量での削減目標に関して以下のように述べている。

「CO2の削減や資源の節約などの活動を単独で進めていった場合、その分野での環境負荷削減は達成したものの、そのために他の分野やプロセスでそれ以上の環境負荷が発生していた、ということが起こることがある。そのため、環境負荷を確実に削減するためには、まず事業活動全体で発生している環境負荷をとらえたうえで、工程ごとにどのような活動を進めていくべきかを総合的に判断することが重要となる。また、原単位やファクターなどの効率に基づいた相対的な指標による目標設定のみでは、実質的な地球環境保全につながらない可能性があるため、環境負荷の「絶対量」で削減目標を設定することも重要である。リコーグループが、事業活動全体の「統合環境影響」を絶対量で削減することを目標にしているのは、このような考え方に基づくものである。」

なおリコーでは、再資源化率を向上させるため、トナーやインクカートリッジ、ボトルなどすべてのサプライ製品に応用できる100％再資源化技術を開発し、2001年度にはサプライ製品の新再生・リサイクルシステムの全国ネットワークの構築を完了し、ほぼ100％の再資源化率を達成している。リユース対象の部品やユニットは、再生センターに送られ、新製品や再生製品に組み込まれる。リサイクルに関しては、最終処分量の削減を目指し、3カ所のリサイクルセンターが再資源化率100％を達成している。製品本体については日本の全体で、マテリアルリサイクル率（エネルギー回収を含まない）90％を達成している。

　リコーの環境経営の特徴として以下のような点が挙げられる。

1 長期総合的視点

2 環境保全活動を通して経済的価値の創出

3 環境保全を通して顧客への役立ち

4 トップのリーダーシップによる全員参加（トップが代わっても継続・定着）

5 ディスクロージャーによる信頼性

その他の詳細な取り組みは、リコーのホームページや環境報告書に譲るとして、ここでは今回のテーマである総量か原単位かについて興味深い話を聞くことができた。

それは、管理指標に関して、まず、工程・部門ごとでは原単位で管理目標を設定し、工場・事業所レベルでは総量を管理目標として設定している点である。つまり、現場単位では原単位で管理し、企業グループ全体では総量といったように階層によって使い分けている。工場・事業所レベルで総量管理にした理由は、規模、環境負荷、売上高、利益率等の性質や単位が異なる部門を比較・分析しても意味がなく、原単位での管理は妥当ではないと考えたからである。なお、部門ごとの削減目標については、予算の割り当てと同様に、それぞれの状況に応じて割り当てられるそうである。

他方、同社のＣＯ２排出量のレベルが、前回の東京電力の場合と比較して２～３桁少ないことも、出席者の注意をひいた。

（３）議論・纏め「低エネ使用の新しいビジネスモデルの顕在化・促進」（田中さん配布資料に記載）を実現するためには背後に技術レベルの問題があり、企業評価においても充分考慮を要すること、また我が国の産業界が個別の企業レベルだけではなく、経団連レベル及び業界レベルでも管理を行っていることを視野に収めるべきことについて、フロアからの指摘があった。

これまでの議論を纏めると、総量か原単位かのどちらか一方を選択するというのではなく、それぞれが別の意味を持った重要な指標であると言える。原単位で改善したにも関わらず、総量で悪化してしまった場合に、そのギャップは企業では管理できない部分によるものであり、むしろその解決は社会全体に求められるものとして捉えることができるかもしれない。

格付けに関して言えば、まず、原単位ベースで評価して、さらに総量で評価し、成果があればボーナスとして加点するといった折衷方式も考えられるだろう。原単位で成果を得たにもかかわらず、総量では増加してしまったという事実を社会への問題提起として示すのもよい手段かもしれない。こうした企業努力・使命の達成と売り上げの増加によるCO２増加というジレンマの問題から、３R（リユース、リデュース、リサイクル）・４R（３R＋リフューズ：ごみになるものは受け取らないで断る。あるいはリペア：修理・修繕を行う）といった企業活動以外の部分へと議論が進んだ。

環境面では、当然に長期利用できる製品が評価される。しかし、一方で利益をあげるためには短期寿命で買い換えを促進し、次々と新製品を投入する方が有効である。あるいは、客のニーズに合致するような派手なデザインの製品を生産せざるを得ないかもしれない。さらに、例えば、環境保全のために耐用年数100年の建築を実行するといった場合に、それに伴う企業の経済的損失を誰が負担すべきかといった問題もある。建築業界だけが負担するのは、衡平性に欠ける。国あるいは消費者も負担をすべきであろう。

例えば、最近こうした問題が顕著な例として、携帯電話やパソコンなどが挙げられる。これらは、まだ、物理的には十分使えるにも関わらず、新機能・新製品が市場に投入されると、消費者は頻繁に買い替えを行う。確かに、ある程度は回収・リサイクルされるとはいえ、より合理的なサービスや経営手法が望まれる。

一方で消費スタイルにしても、多少価格が高くても環境に優しい製品を選択する、製品の長期・適性使用、過剰な包装は避ける、エコバッグを持参する、協同保有、リース契約（利用度に応じた買い取り制度、回収・リサイクル促進）、オーダーメイド（必要のない商品を生産しない）といったことがあるべき姿として考えられる。また、リコーではペーパーレス化による効果を期待していたが、これについては、他の要素（紙媒体による見易さや持ち運びなどの便益、紙資源の希少性、電子化による情報漏えい・電力消費）等を総合的に勘案して判断していく必要があるだろう。とりあえず、紙については、両面印刷などとして裏紙を有効に利用することが望ましいと考えられる。

これまでは、企業競争が、技術革新を促進し、消費者に安い商品を提供し、社会はその便益を受け大きく発展してきたのは事実である。しかし、現状では、こうした競争はメリットよりもデメリットのほうが大きくなってきたのではないだろうか。つまり、過度な価格競争、従業員に対する過度のプレッシャーは従業員を精神的に追い詰め、大手企業の不正取引・不祥事・虚偽の温床となる。

さらには、安さを追及し工場は海外へと移転し、サプライチェーンでは児童労働や強制労働などの人権侵害・搾取などが行われている。

近年話題となっている企業の合併・買収などの業界再編が進んでいるのも、競争の行き詰まりや限界を示しているのではないだろうか。

そして、今後は企業活動を成長・拡大していく上で、エネルギー、原材料や鉱物資源の確保といった制約条件が大きなネックとなるだろう。中国では、原材料確保・価格高騰のリスクに備えて、国家で資源外交を進めているそうである。こうした上流部分での原材料・資源管理は、企業活動を行う上で、これまでは所与の条件だったが、今後は考慮していかなければならないだろう。さらには化石燃料の枯渇あるいは温暖化に伴う将来の規制リスクなども今後の企業経営に大きな影響を与えるであろう。

すでに、先進国では一定の生活水準、便利さや物質的豊かさを手にしている。したがって、これまでのような競争原理や企業形態ではなく、将来のリスクに備えたサステナブルな経営のあり方を考えていかなければならないのではないだろうか。

会場での指摘もあったように、企業文化の異なる各企業がお互い協力して、一つになることは難しいだろう。しかし、今を生きる我々は、過去の偉大な先人たちの功績に感謝しながら、将来世代にどのようにバトンを引き継いでいくかを考えなければならない。これからの持続可能な健全な企業経営のあり方とは何かについて議論を深めて行く必要があるだろう。当会のように議論する場を設けて、企業関係者の実務的な帰納的アプローチと専門的知見に基づいた研究者の演繹的アプローチを収斂させ、サステナブル経営のベストプラクティスを構築・啓蒙していくことが重要である。

付記（学会の見解ではなく個人の考え）

「あるべき社会」というピラミッドの頂点にそびえたつ目標にたどり着くには、企業活動（サステナブル経営）という一つの要素だけではなく、ライフスタイル、消費スタイル、国の政策等のピラミッドを支える他の要素も連動して一体となってクリアしていかなければならない。

例えば、この状況をわかりやすくするために、一つの企業組織を例にして考えてみる。まず、経営者が利益を前年度比10％増加させるという命題を掲げたとする。そこである特定の部門（ex　製造部門）がコスト削減などに努め成果をあげたとする。しかし、その他の部門（ex　設計部門、広告・宣伝部門、販売・営業部門）などの協力や成果が得られなければ、結局、企業全体では期待したような成果は達成できないであろう。

つまり部分最適（サステナブル経営の実現）ではなく、全体最適（サステナブル社会の実現）が求められる。そのために学会としては、タテの改善（企業活動における経営・環境・社会の問題）はもちろんのこと、これに加えてヨコの連携（市民や政府など社会のコンセンサス）をそれにどうリンクさせていくかが今後の課題ではなかろうか。

人間は働くために生まれてきたのではないという私見にたてば、現在の日本社会は頑張り過ぎて余裕のない状態である。頑張って働けば働くほどエネルギーや資源を消費することになり地球に負荷を与えてしまう。また、仕事や時間に追われてのストレス増大と昨今の凶悪犯罪の多発との関連性も否定できないのではないだろうか。

そこで「経済成長優先・物質的豊かさの社会」から「環境調和・精神的に豊かな・ゆとりある社会」へとシフトすべき時期に来ているのではないだろうか。それは、余暇の増加、人とのコミュニケーションの増加、お金を使わなくても楽しめるような街づくりが進み、環境との調和・共生を実現し、誰もが安心して暮らせるような社会である。

あるいは、企業活動は、競争から協力・協調へとシフトし、エコ技術は共有され、ある企業で不要となっても他の企業で利用するといったように資源の循環・リサイクルは進み、無駄なエネルギーや商品があふれないように管理される。

個人の価値観はそれぞれ異なるし、あるべき社会という一つの絵を描くことは難しい。しかし、社会全体の大きな流れとして、それぞれの立場から社会的責任を自覚し、その役割を実行するような持続可能なモデルへと、進むべき方向を変えていかなければならない。

著者がこのように非現実的で国際競争力の低下を招き、産業界からの猛反発を受けそうなダイナミックな考えを示唆するのには、次のような深刻な問題が存在するからである。

それは、近い将来に中国、インドの爆発的な成長、あるいは他のアジア諸国やアフリカ諸国の経済発展が予想されることである。そうなると、当然に資源、エネルギーなどは大量に消費され、車の生産は全世界で拡大し、CO2は増加し、環境破壊は急激に進行するであろう。最悪の場合、こうした急激な変化により資源や生活できる領土を求めて、再び悲劇的な争いが繰り返されてしまうことになるかもしれない。

もし、仮に日本で「持続可能な社会」を構築できたとしても、それは地球全体で見た場合にはわずかな一部分にしか過ぎないのである。ご存知のとおり環境問題に国境はなく、日本一国で解決できる問題ではない。つまり、日本という一国内ではコントロールできない多くの部分が存在している。日本の立場として、当然途上国に対して、成長を止めろと押し付けることは、できないであろう。しかし、自らが持続可能な社会を実践し、手本となり他国に良い影響を与えることは可能であると考えられる。だからこそ、世界有数の経済大国である日本が環境調和型で魅力的な持続可能な社会のモデルにシフトし、その成功例を世界に向けて発信していかなければならないと思う。
